
回
リ
ハ
病
棟
を
増
床
し
ま
し
た
。

　　

当
院
で
は
平
成　

年
９
月
よ
り
回
復
期
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
病
棟
を　

床
か
ら　

床
へ
増

床
し
ま
し
た
。
入
院
対
象
と
な
る
患
者
さ
ん
は
、

脳
梗
塞
や
整
形
疾
患
で
主
に
急
性
期
病
院
で
の

治
療
を
終
え
ら
れ
、
病
状
が
安
定
し
た
方
が
対

象
と
な
り
ま
す
。

　

入
院
期
間
は
疾
患
別
毎
に　

日
か
ら
１
８
０

日
と
決
め
ら
れ
て
お
り
、
そ
の
決
め
ら
れ
た
期

間
内
に
、
医
師
・
看
護
師
・
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ
・

薬
剤
師
・
管
理
栄
養
士
・
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ

ー
・
介
護
職
等
の
様
々
な
専
門
職
が
チ
ー
ム
と

し
て
サ
ポ
ー
ト
し
、
集
中
し
て
ロ
ボ
ッ
ト
リ
ハ

や
個
別
リ
ハ
・
集
団
リ
ハ
等
へ
の
参
加
を
促
す

こ
と
で
離
床
時
間
の
向
上
を
図
り
ま
し
た
。
不

必
要
な
抑
制
を
中
止
し
出
来
る
限
り
自
立
し
た

生
活
が
送
れ
る
よ
う
、
定
期
的
に
病
棟
カ
ン
フ

ァ
レ
ン
ス
を
開
催
し
、
患
者
さ
ん
が
自
宅
に
帰

ら
れ
た
か
ら
の
生
活
を
見
据
え
て
日
常
生
活
能

力
の
向
上
や
寝
た
き
り
防
止
を
図
り
早
期
退
院

を
目
指
し
ま
す
。

　

家
庭
復
帰
の
準
備
と
し
て
、
入
院
中
か
ら
介

護
保
険
制
度
や
障
害
者
福
祉
制
度
等
の
利
用
準

備
を
し
、
必
要
に
応
じ
て
家
屋
調
査
や
退
院
前

カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
等
も
開
催
し
て
、
入
院
生
活

か
ら
ス
ム
ー
ズ
に
移
行
で
き
る
よ
う
支
援
し
ま

す
。
家
庭
復
帰
が
難
し
い
場
合
に
は
、
当
院
併

設
施
設
や
入
所
希
望
さ
れ
る
施
設
へ
の
調
整
を

行
い
ま
す
。
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絶対に見捨てない医療を提供します。

基本理念

１、患者様にとって最善の医療を提供します。
２、生涯を通して充実したリハビリを行います。
３、救急告示病院として 24時間 365 日受け入れします。
４、最新医療技術とチーム医療で安心な在宅療養を支援します。
５、予防医療・入院治療・介護福祉の総合センターとして地域を守ります。

基本方針

１、全ての患者さんは、人種、国籍、宗教、疾病の種類、社会的地位などにより
差別されることなく、適切な医療を安全かつ公平に受ける権利があります。

２、一人の人間として、その人格、価値観などを尊重され、医療提供者との相互の
協力関係のもとで医療を　　受ける権利があります。

３、病状の説明、検査や治療の内容、今後の見通しについて、分かりやすい言葉で、
納得できるまで十分な説明と情報提供を受け（インフォームドコンセント）、
治療方法などを自らの意思で選択する権利

４、治療方法などについて自己決定するために、他の医療機関の医師の意見
（セカンドオピニオン）を求める権利があります。

５、自分が受けている医療について知る権利を有し、診療記録の開示を求める権利が
あります。

６、診療中に得られた個人情報が保護され、また、自分のプライバシーが他人に
さらされず、乱されない権利があります。

患者権利憲章

詳細が決定次第、
ホームページにてお知らせいたします。

次回予定

平成30年1月

第134回
「肺がん治療の過去・現在・未来」

博愛記念病院　5階講堂

社会福祉法人 平成記念会

平成29年12月19日(火)
18:30～19:30／18:00開場

徳島大学病院 呼吸器・膠原病内科学分野 准教授
後東　久嗣（ ごとう ひさつぐ）先生徳島県の糖尿病による死亡率は2014年に

全国ワースト1位を7年振りに脱しましたが、
引き続き全国平均を大きく上回っています。
糖尿病教室を通じてどのような生活習慣が病気に
繋がるかなど、糖尿病予防に役立てていただきたいと
考えています。

糖尿病予防教室

今後のスケジュール

日　時　 毎月第4金曜日　13:30～

場　所　 博愛記念病院　1階研修室

を開催しています！

事前申し込み無しで誰でも参加できます。
お気軽にお越しください。

糖尿病と治療について

糖尿病と運動療法

糖尿病と食事療法

糖尿病と薬物療法

12月22日

1月26日

2月23日

3月23日

日本糖尿病協会療養指導医（医師）

日本糖尿病療養指導士（リハビリ）

日本糖尿病療養指導士（管理栄養士）

薬剤師

30

58

29

90
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現在、18名の作業療法士が在籍しており、対象者の生活における
希望や悩みに沿って目標を設定し、徒手的な訓練を行うとともに、
実際の生活場面を想定した動作練習を実施しています。
寝たきり・閉じこもりの予防や入院生活が有意義なものに
なるよう、離床や離床活動の内容の検討も行っています。
患者さんの思いに寄り添い、希望のある生活が送れるよう
今後も作業療法の提供に取り組んで参ります。

リハビリテーション科（作業療法士）を紹介します部門
 紹介

インフルエンザ予防ワンポイントアドバイス 特定行為に係る看護師の研修制度
高齢者人口の増加や急性期病院における在院日数の短縮、医師の業務負担の増加などが問題と
される中、慢性期病院では効率的、効果的な医療提供体制の確保が必要と考えられ、専門的知
識と高い技能を持った看護師が求められています。

「特定行為に係る看護師の研修制度」は、急速に進む超高齢社会に向けて、チーム医療におい
て重要な役割を担う看護師を育成するために創設されました。

特定行為研修を修了した看護師は、医師または歯科医師の支持の下、あらかじめ作成された手
順書により患者さんの状態に応じて、気管カニューレの交換、褥瘡の処置（陰圧閉鎖療法や血
流のない壊死組織の除去）等の一定の診療
補助を行うことができ、慢性期病院におけ
るチーム医療に大きな貢献が期待できます。

当院には4名の研修修了者と2名の研修中の
看護師が在籍しており、今後も多くの研修
修了者を確保するため病院をあげてサポー
トしています。

風邪もインフルエンザもウイルスによる病気！
冬にかかりやすい風邪やインフルエンザ。
どちらもウイルスが引き起こす病気ですが、インフルエンザの原因となるのはインフルエンザウイルスです。
インフルエンザウイルスには A 型、B 型、C 型と呼ばれる 3 つの型があり、その年によって流行する
ウイルスが異なります。これらのウイルスの中でも、A型とB型の感染力は強く、日本では毎年約1千万人、
およそ10人に1人が感染しています。
インフルエンザに感染しても軽症で回復する人もいますが、中には肺炎や脳症などを併発して重症化し
てしまう人もいます。

感染経路
・飛沫感染：咳・くしゃみで空気中に飛び散り、それを吸い込む
・接触感染：ウイルスのついた場所を触った手で、目や口を触る
日常生活で出来る予防方法
・栄養と休養を十分取る　体力をつけ、抵抗力を高めることで感染しにくくなります。
・人込みを避ける　病原体であるウイルスを寄せ付けないようにしましょう。
・適度な温度、湿度を保つ　ウイルスは低温・低湿を好み、乾燥しているとウイルスが長時間空気中を
　　　　　　　　　　　　　漂っています。（冬場の適度な室内環境　温度約20℃、湿度約50%）
・外出後の手洗いとうがいの励行　手洗いは接触による感染を、うがいはのどの乾燥を防ぎます。
・マスクを着用する

毎年、冬から春先 (1月～ 3月)にかけて流行し、普通の感冒に比べ、急速に悪化します。

これらの予防方法によって、インフルエンザウイルスに感染するのをある程度減らすことはできても
完全に防ぐことはできません。インフルエンザの対策には、たとえ病原体に接触しても感染させない、
感染しても病状を悪化させないように免疫力を高めておくことが大切です。

こうすれば日本の医療費を半減できる
「人口が減る国に繁栄はない」とも言われます。
2025年には79兆円とも推計される医療費の負担が可能とは思えませ
ん。医療改革をして、推計額の半分の30～40兆円に医療費を抑えてい
く必要があります。
日本の医療には改革すべき点はたくさんあります。
この先、世界のトップを走る日本の超高齢社会の医療介護制度を支え
るには、大変革が必要です。その変革によって、医療・介護の質を落
とすことなく、むしろ向上させなければなりません。
本書では、私たちのグループ病院の日々の実践を元に、医療費を削減
しながら、元気な高齢者を増やしていく方法を述べています。

「どうしたら日本の医療費を半分にできるのか」。
この命題を解決できない限り、日本の未来はありません。
（「まえがき」より一部抜粋）

全国書店にて好評発売中！
「こうすれば日本の医療費を半減できる」
医療法人平成博愛会理事長 武久洋三 著
価格：￥１,４００（税抜）出版：中央公論新社
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